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全国農業共済組合連合会 

                 



Ⅰ．令和７年度事業計画 

 

全国農業共済組合連合会（以下「全国連」という。）は、農業経営収入保険事業（以下「収入保険」という。）について 

は、加入目標を見据えつつ、業務委託先との密接な連携の下、保険金等の支払、つなぎ資金貸付け等、円滑に事業を進め 

る。また、任意共済事業については、建物共済等に係る再保険等の円滑な実施に取り組む。 

 

１．収入保険事業 

（１）収入保険の加入推進等 

これまでの加入推進の取組の進展に地域差があることを踏まえ、引き続き取組の重点化、効率化を図ることとし、加

入率が低位の業務委託先には、加入率の引き上げに向けて職員の資質向上のための研修への協力や加入推進支援を行う。

また、地域性や加入推進の取組の進展を踏まえた推進方策を提案する。さらに、農業関係団体や国等が参画する「収入

保険中央推進協議会」を開催し、青色申告の普及、相談窓口の充実等を図るほか、以下の具体的取組を行う。 

①加入推進の取組については、優先的に働きかけを行う対象者を明確にするなど取組の重点化・効率化を図るととも

に、既加入者への対応を強化し、ニーズに応じた補償内容の提案等により継続加入の促進を図る。 

②収入保険の普及推進資材としてパンフレット、チラシ等を作成し、業務委託先等に提供するとともに、現場での事

例の情報共有を含めた実務研修を実施する。また、業務委託先の求めに応じ、研修会に講師派遣を行う。 

③「収入保険中央推進協議会」の活動と連動して、関係団体に対しては、同団体の会員等への収入保険の周知、会議・

研修会等の各種会合における説明機会の設定、パンフレット、チラシ等の積極的な配布等を依頼するほか、各地域

の収入保険推進協議会における関係団体の連携の優良事例の共有を図るなどにより、収入保険の周知及び普及に係

る団体間の協力を進める。 

   ④自動継続特約の利用を引き続き推進する。 

   ⑤国や関係団体との連絡・調整等について一層円滑に実施する。 

   ⑥農業者からの収入保険に関する問い合わせや相談に円滑に対応できるよう、業務委託先に対し Q＆A集、セールスト 



   ーク集等の提供を行い、業務委託先の相談窓口機能を充実させる。 

  ⑦国と連携し、業務委託先が整備する青色申告者顧客リストの充実を図る。 

  ⑧インターネット申請の利用を推進するため、業務委託先の担当者のスキルアップのための研修会の開催や講師派遣 

を行う。                    

（２）収入保険の実施に関する各種事務の実施 

   収入保険に関する法令等に基づき、業務委託先と緊密に連携して、以下の事務を適正に実施する 

①加入申請及び営農計画の変更申請の審査、保険料等の期限内徴収 

②事故発生通知の内容確認、取りまとめ 

③つなぎ資金貸付けの審査、貸付の実行、償還及び精算不足金の円滑な回収 

  ④保険金等請求書等の審査、保険金等の支払 

  ⑤保険契約の承継等の異動処理 

  ⑥破産案件等に対する適切な処理 

  ⑦国との再保険関連事務 

（３）資金収支の適切な管理 

   保険金やつなぎ資金を円滑に支払えるよう、資金収支を適切に管理する。 

（４）業務委託契約に基づく適切・効率的な業務の実施 

業務委託先からの相談等に対応しつつ、業務委託契約書に基づき、適切かつ効率的な業務の実施を図る。なお、業務 

委託先については、効率的かつ効果的な加入推進に取り組める団体も応募できるよう公募する。また、業務委託先か 

らの再委託等を含めて、加入推進活動の推進母体の拡充を図り、加入推進に取り組む。 

（５）農業経営収入保険事務処理システムの運用 

  ①農業経営収入保険事務処理システムを適切に運用するとともに、業務委託先の要望を踏まえて必要な機能改善及び 

機能追加を実施する。 

  ②収入保険用タブレットの利用契約が終了することから、タブレットの入替を行う。 



（６）収入保険に関連する研修及び広報活動 

  ①業務委託先の職員等が収入保険の業務を円滑に実施できるよう、現場での事例の情報共有を含めた実務研修等のほか、 

   テレビ会議システムを有効活用した本会と業務委託先との情報交換等を実施する。 

  ②加入推進に向けて、全国農業共済協会と連携しつつ、年間の広報計画を作成し、農業共済新聞やホームページ、パン 

   フレット、チラシ等を活用した広報活動を行う。また、ＳＮＳの活用による、簡便かつ手軽で即時性のある情報発信 

   を行い、加入者サービスの向上に努める。 

（７）事務簡素化及び業務効率化への対応 

  ①業務委託先の意見・要望等を踏まえた、事務処理、加入手続き等の事務簡素化案について国に提案するほか、業務委 

   託先の事務処理等の状況、効率化に向けた取組を把握し、優良事例の共有を図るなど業務効率化に向けた取組を推進 

   する。 

  ②デジタル技術を活用した事務処理の効率化を図る。 

（８）収入保険に係る各種表彰等の実施 

  ①収入保険の加入推進、業務の効率化等を図るため、優秀な実績を挙げた役職員等に対して、農業経営収入保険事業表 

   彰を行う。 

  ②収入保険の保険料等の助成措置を実施した地方公共団体等に対して、感謝状を贈呈する。 

（９）民間損保との技術的連携 

引き続き、民間損害保険会社との技術的連携に基づき構築した情報セキュリティ対策等に取り組む。 

 

 

 

 

 

 



（10）事業の規模 

 

 

２．任意共済に係る再保険事業及び保険事業 

会員が実施する任意共済に係る再保険事業及び保険事業について、全国農業共済協会と連携して、次の事項に取り組

む。 

①建物共済の再保険及び保険並びに全国共済農業協同組合連合会の建物短期再共済への出再の円滑な実施。 

②保管中農産物補償共済に係る再保険及び保険の円滑な実施。 

③再保険金の資金需要を踏まえた資金の適切な管理及び運用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度予定 前年度実績 総額 国庫負担金 農業者負担金 総額 国庫負担金 農業者負担金

経営体数 （注）経営体数 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

110,000 102,710 1,198,999 29,639 14,819 14,820 147,408 110,556 36,852

（注）前年度実績は令和７年２月19日時点で全国連が承諾した経営体数

引受 農業経営収入保険特約補塡資金保険料
保険金額



④事業の規模 

 

 

 

 

 

①建物共済の全共連出再部分に係る再保険事業及び保険事業の規模（令和７年度）

本年度予定
前年度
計　画

総額 再保険料
事務費
賦課金

棟 棟 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
地震等事故以外の事故にかかるもの

9,613,432
地震等事故にかかるもの

2,776,901 2,827,045 1,914,711 11,286 11,286 0 11,286 3,738 0

②全国連独自再保険部分に係る再保険事業及び保険事業の規模（令和７年度）

本年度予定
前年度
計　画

総額 再保険料
事務費
賦課金

棟 棟 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
地震等事故以外の事故にかかるもの

2,271,106
地震等事故にかかるもの

436,467 421,754 1,848,635 507 484 23 484

③保管中農産物補償共済に係る再保険事業及び保険事業の規模（令和７年度）

本年度予定
前年度
計　画

総額 再保険料
事務費
賦課金

口 口 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

2,250 1,682 225,000 5.5 5.1 0.4 5.1

保管中農産物

備考

建物

     項目

再保険目的

又は保険目的

引受
再保険金額

又は保険金額

再保険料、賦課金 手持再保険
料又は手持
保険料

備考

     項目

再保険目的

又は保険目的

引受
再保険金額

又は保険金額

再保険料、賦課金 手持再保険
料又は手持
保険料

手持再保険料又
は手持保険料

備考

建物

再共済割合
地震等事故以外の事故にかかるもの　30％

再共済手数料率 元受契約の事務費賦課割合－4.5％
地震等事故にかかるもの　　　　　　50％

     項目

再保険目的

又は保険目的

引受
再保険金額

又は保険金額

再保険料、賦課金
再共済
掛金

再共済
手数料



 

３．適切な業務執行の確保 

①業務量の増大・複雑化に伴い、企画・調整機能を十分に発揮する。 

②職員を対象とした定期的な研修等の実施により、コンプライアンスの確保及び各種リスク管理の徹底を図る。 

③内部監査について、年２回実施し、その結果及び改善状況を監事会及び理事会に報告する。 

④監事監査については、上半期及び決算期に定時監査を行う。 

⑤公認会計士による外部監査を実施する。 

⑥理事会は次のとおり予定する。 

第１回      ６月１０日 

第２回      ９月 ３日  

第３回     １１月 ６日 

 第４回     １２月下旬 

第５回      ３月 ５日 

 

 



Ⅱ．令和７年度収入支出の概算 （業務収支）

（１） 収入の部 （単位：千円）

増　　減

予算額(案)
（A）

予算額(案)
（B）

(A)－(B)

千円 千円 千円

受取補助金 2,898,691 2,334,153 564,538

2,898,691 令和７年度概算決定額（※） 2,334,153 令和６年度概算決定額（※） 564,538

加入者事務費負担金 3,133,647 11.0万経営体 3,284,364 10.8万経営体 △ 150,717

会費収入 19,800 400千円×47会員、賛助会員200千円×５会員 20,000 400千円×47会員、賛助会員200千円×６会員 △ 200

受取利息 30,000 100 29,900

事業勘定受入 89,084 22,427 66,657

89,084 22,427 66,657

業務雑収入 4,898 5,841 △ 943

6,176,120 5,666,885 509,235

※不足する国庫補助分について、追加財源措置を求める。

任意共済勘定受入 任意共済再保険事業に係る再保険事務費、事業奨励金 任意共済再保険事業に係る再保険事務費

借入住宅使用料、農中配当金、団体定期配当金 借入住宅使用料、農中配当金、団体定期配当金

合　　　計

科　　　目
令　和　７　年　度 令　和　６　年　度

備　　　考 備　　　考

収入保険事業事務費負担金



（２） 支出の部 （単位：千円）

増　　減

予算額(案)
（A）

予算額
（B）

(A)－(B)

千円 千円 千円

人件費 278,593 317,735 △ 39,142

① 18,084 18,084 0

② 246,539 25名 286,198 26名 △ 39,659

③ 8,000 １名 8,000 １名 0

④ 5,970 役員、参事、副参事、プロパー職員 5,453 役員、参事、副参事、プロパー職員 517

旅費交通費 4,965 6,372 △ 1,407

事務費 56,039 通信運搬費、図書印刷費、消耗品費、手数料 53,798 通信運搬費、図書印刷費、消耗品費、手数料 2,241

業務費 5,623,373 5,168,860 454,513

① 5,623,160 5,168,421 454,739

1) 523,564 499,041 24,523

ア.開発・改修 233,097 214,582 18,515

イ.運用・保守 213,581 201,579 12,002

ウ.タブレット 76,886 82,880 △ 5,994

エ.大規模システム機能改善関係経費 0 0 0

2) 組合等への業務委託費 4,795,159 4,390,640 404,519

3) その他 304,437 278,740 25,697

ア.集金・印刷代行 230,572 219,683 10,889

イ.全国連ネットワーク運用・保守費用等 56,197 38,370 17,827

ウ.
任意共済システム開発費・サポート費
用及び協会委託費

8,000 11,451 △ 3,451

エ.顧問料 6,404 5,972 432

オ. SE委託費 3,264 １名 3,264 １名 0

② 213 会議費、交際費、講習会費、支払利息 439 会議費、交際費、講習会費、支払利息 △ 226会議費等

委託費

収入保険システム等経費

弁護士１名、税理士１名、公認会計士１名、資金運用コンサル
タント１名、オブザーバー９名、外部識者２名

弁護士１名、税理士１名、公認会計士１名、資金運用コンサル
タント１名、オブザーバー９名、外部識者２名

役員旅費交通費、職員旅費交通費（赴任旅費含む） 役員旅費交通費、職員旅費交通費（赴任旅費含む）

役員報酬 理事８名、監事３名 理事８名、監事３名

職員給料手当等

任意共済人件費協会負担金

退職給付引当金繰入

科　　　目
令　和　７　年　度 令　和　６　年　度

備　　　考 備　　　考



増　　減

予算額(案)
（A）

予算額
（B）

(A)－(B)

科　　　目
令　和　７　年　度 令　和　６　年　度

備　　　考 備　　　考

普及推進費 80,953 広報費、事業奨励費 9,400 広報費、事業奨励費 71,553

① 広報費 8,353 ＨＰ保守等、新聞広告代 8,100 ＨＰ保守等、新聞広告代、ポスター制作 253

1) ＨＰ保守等 1,000 500 500

2) 新聞広告代 7,353 6,100 1,253

3) ポスター制作 0 前年度に限る 1,500 △ 1,500

② 事業奨励費 72,600 保険料等助成感謝状、全国連合会長感謝状等 1,300 保険料等助成感謝状、全国連合会長感謝状等、建物共済事業奨励金71,300

1) 1,100 1,300 △ 200

2) 建物共済事業奨励金 71,500 0 71,500

施設費 68,099 光熱水費、備消品費、賃借料、修繕維持費等 44,854 光熱水費、備消品費、賃借料、修繕維持費等 23,245

1) 光熱水費 477 650 △ 173

2) 備消品費 872 1,092 △ 220

3) 賃借料 37,990 14,680 23,310

4) 修繕維持費 27,647 27,554 93

5) 保険料 1,113 878 235

諸税負担金 983 公課費等 1,151 公課費等 △ 168

業務雑費 47 44 3

60,000 60,000 0

固定資産自己財源取得費 3,068 4,671 △ 1,603

6,176,120 5,666,885 509,235合　　　　計

保険料等助成感謝状、全国連合会長感謝
状等

システム機能改善推進準備金繰入
システム機能改善推進準備金（2年間）
積立総額 1.2億円（R7年度：0.6億円）

システム機能改善推進準備金（2年間）
積立総額 1.2億円（R7年度：0.6億円）

パソコン、複合機及びサーバーのリース パソコン、複合機及びサーバーのリース


